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ことのは総合法律事務所

弁護士 佐藤 暁子



略歴

o 2006 上智⼤学法学部国際関係法学科
o 2009 ⼀橋⼤学法科⼤学院
o 2010.1-8 名古屋⼤学⽇本法教育研究センター⽇本法⾮常勤講師（在カンボジア）
o 2012-2015 坂⼝法律事務所（札幌）
o 2016.12 International Institute of Social Studies(開発学)(オランダ・ハーグ)
o 2017 UNDP アジア太平洋地域事務所・バンコク/ビジネスと⼈権プロジェクト
o 2018.4〜 ことのは総合法律事務所

o 認定NPO法⼈ヒューマンライツ・ナウ事務局次⻑、国際⼈権NGOビジネスと⼈権リ
ソースセンター⽇本リサーチャー＆代表

o ⽇弁連国際室嘱託、同国際⼈権問題委員会幹事、同ビジネスと⼈権PTメンバー、同⾼
齢者障害者⽀援委員会精神保健PT幹事、東京弁護⼠会⾼齢者障害者⽀援委員会委員
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ビジネスと⼈権
概要とアジアの状況
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世界の⼈権課題と企業の責任
サプライチェーン上の⼈権侵害に対する⾮難の⾼まり
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国連ビジネスと⼈権に関する指導原則
UNGP

Ø これまで「国際⼈権」は主に国家による市⺠の権
利保障を定めるものとされてきた

Ø しかし、企業の社会・⼈々に及ぼす影響⼒が⼤き
くなるにつれ、その活動を規律し、負のインパク
トを防ぐための国際的なルールが必要という声が
⾼まる

Ø 2011年国連⼈権理事会で全会⼀致で承認
• 企業は、世界⼈権宣⾔、国際⼈権章典、ILO中核的
労働基準をはじめとする国際⼈権基準を尊重する
責任を負うことが初めて明記された

• ただし、あくまでソフトローであり、これだけで
直接的な法的効⼒は⽣じない
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国際⼈権基準とは︖

© 2021 Akiko  Sato  

世界⼈権宣⾔

⾃由権／社会権規約・⼥性差別撤廃条約・⼈種差別撤廃条約・
⼦どもの権利条約・障害者権利条約・

ILO中核的労働基準・先住⺠の権利に関する国連宣⾔ など

児童労働
の禁止

強制労働
の禁止

団結権
団体交渉権
団体行動権

安全
衛生

公正かつ
適切な労
働基準

非差別

教育

社会
保障

資源への
アクセス

住居
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指導原則の内容

© 2021 Akiko Sato 

v国家の⼈権保護義務

• 伝統的な国際法上の国家の義務

原則1〜10

v企業の⼈権尊重責任

• 企業も国際⼈権を尊重する主体であること

• ⼈権に関するリスクに取り組むための⼈権デューディリジェンスの実施

原則11〜24

v救済へのアクセス

• ⼈権侵害を回復し、予防するためのグリーバンスメカニズム

原則25〜31
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⼈権デューディリジェンス
継続的取組み
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責任ある企業行動のためのOECDデュー・ディリジェンス・ガイダンス
21

デュー・ディリジェンスのプロセス

デュー・ディリジェンスがリスクに相応し，個々の企業の事情や状況にとって適切でなければな
らないことを考慮し，第II部では，(1)RBCを企業方針および経営システムに組み込む，(2)RBC課
題に対する実際のおよび潜在的な負の影響を特定する，(3)負の影響を停止，防止および軽減す
る，(4)実施状況および結果を追跡調査する，(5)影響にどのように対処したかを伝える，ならびに
(6)適切な場合是正を実施する方法についての概要を述べる。u図1を参照
ここで提示する具体的行動は，デュー・ディリジェンスに関する網羅的な「要チェック事項」リスト
ではない。全ての具体的行動が全ての状況に対して適切であるとは限らず，同様に，ガイダンスに記
載されていない，追加的な具体的行動や実施策が，ある状況においては有用な場合もある。

図1.  デュー・ディリジェンス・プロセス、及びこれを支える手段

責任ある企業行動に関するOECDデュー・ディリジェンス・ガイダンス責任ある企業行動のためのOECDデュー・ディリジェンス・ガイダンス

影響にどのように
対処したかを伝える

企業の事業，サプライチェーン
およびビジネス上の関係における
負の影響を特定し，評価する

実施状況および
結果を追跡調査する

負の影響を停止，
防止および軽減する

1

6
責任ある企業行動を
企業方針および
経営システムに
組み込む

適切な場合
是正措置を行う，
または是正のために
協力する

2

3

5

4

参照︓OECD「責任ある企業⾏動のためのデュー・ディリジェンス・ガイダンス」21⾴



グローバルでの議論の進展

2018 豪現代奴隷法

2015英国現代奴隷法

2019 タイNAP策定

2019 蘭児童労働DD法

2010 ⽶カルフォルニア州
サプライチェーン透明法

2017 仏⼈権DD法

2019 インドNAPゼロドラフト

インドネシアNAP策定中

マレーシアNAP策定中

2021? EU環境・⼈権DD法
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2010 ⽶ドッドフランク法
（紛争鉱物規制）

2019EU紛争鉱物規則

2021 パキスタンNAPゼロドラフト
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アジア各国の対応
タイ ⾸相のトップダウンによる取り組みの加速

2019年アジア初のNAP公表
漁業・鶏⾁セクター

マレーシア NAPプロセス開始
パーム油・材⽊セクター

インドネシア NAPプロセス開始
パーム油・漁業セクター
先住⺠

ベトナム ベースライン調査の実施（縫製・靴・⾦属）
中国 特に環境分野では⾼い基準。訴訟提起も。

「CSR」⾃体への関⼼は⾼い。

従前の「低賃⾦労働」ではなく、「国際基準の⼈権保護」が前⾯に
© 2021 Akiko Sato 
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アジアの現場
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カンボジア︓縫製⼯場

Ø 2015年2月カンボジア・縫製⼯場労働者
Ø 過酷な労働環境
§ 就業時間は午前7時から午後4時30分ま

でにもかかわらず、午後9時までの残業
は⽇常的

§ シフト制で24時間勤務。しかし明らか
に不当な給与額で明細もなく、計算根
拠も不明

§ タイムカードを押した後も勤務
§ 過酷な深夜残業で倒れる労働者
§ 組合活動への不利益な取扱い
§ 組合加⼊・活動への参加が理由で解雇

に

Ø 安全衛⽣
§ ⾬が降ると⾬漏りがする
§ アイロンのコンセントから⽕花が出る

こともある
§ 夜間は⼊⼝1か所を除き、全ての扉が閉

まり避難出⼝が遠い
§ ⼯場内の指⽰等が英語表記クメール語

表記がない
§ 冷房がなく室温が常に⾼く、具合が悪

くなり倒れる労働者も
§ 使⽤する洗剤が強い刺激臭を伴う洗濯

部⾨では外部の⼈が来るときのみゴー
グル⽀給、マスク着⽤も指⽰

© 2021 Akiko  Sato  
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タイ︓鶏⾁⼯場

Ø 2018年 タイ鶏⾁⼯場・ミャンマー⼈労働者
§ ⾝分証明関係書類の没収、賃⾦・残業代の不

払い、違法な天引き、違法な⻑時間労働、危
険かつ不衛⽣な労働環境、電話・インター
ネットの使⽤禁⽌、救済申⽴に対する名誉毀
損の訴え提起など

§ ⽇本企業も、サプライチェーン上の関わりが
指摘された

→つまりは私たちの⾷卓にも

© 2021 Akiko  Sato  
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ミャンマー︓縫製・建設セクター

Ø 2020年1⽉ミャンマー縫製⼯場・建設現
場労働者

§ 組合活動に対する差別的待遇、嫌がらせ
、⻑時間労働、清潔な飲⽔へのアクセス
の⽋如、過度なノルマ、避難指⽰の⽋如
、契約条項に対する不⼗分な説明

§ それでもめげずに組合活動によって不当
な労働条件と闘う労働者たち

§ ⾃分たちの「権利」を学び、求める姿勢

© 2021 Akiko  Sato  
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Ø タイの⽔産業の取り組み
§ 現代の奴隷制への取り組みを強化

し、12の業界団体が児童労働や強
制労働を排除する協定に署名

§ 強制労働や児童労働に関する⽅針
を公表し、苦情処理メカニズムを
設置し、監査を受けることを約束

§ ただし、⼈⾝売買の専⾨家の中か
ら、協定の⾃主的であるため、効
果が制限的となる恐れも指摘

§ 現代奴隷法のような拘束⼒のある
法律を求める声も。

All at sea：ツナ⽸の太平洋サプライチェー
ンにおける現在奴隷制に取り組む企業の評
価
• 現代の奴隷制のリスクに特化した、包

括的な⼈権デューデリジェンスの実施
• サプライチェーンの精査と透明性の向

上
• ⾃社のサプライチェーン内での採⽤活

動に責任をもつこと
• 海上での積み替えや便宜置籍船への依

存など、有害な慣⾏に従事する船舶か
らの調達の禁⽌

• 独⽴した監督プログラムのサポート
• COVID-19による規制の結果、⾒捨てら

れたり、⽴ち往⽣したりするリスクの
ある労働者の被害を最⼩限に抑え、⽀
援するための対策の実施

© 2021 Akiko  Sato  
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タイ・太平洋︓⽔産業



①２つの⼟地紛争に対して抗議する市
⺠を取材中、2⼈のジャーナリストが
当局からハラスメントを受けたことを
報告
• 紛争現場で、軍服を着た武装した

男性が、スマートフォン、レコー
ダー、ノートを奪った

§ カンボジアにおける報道の⾃由の
制限がますます厳しくなっている
ことに対する危機感

②裁判所が、5⽉7⽇、環境に関する⼈
権擁護者３名に対し、最⻑20ヶ⽉の懲
役刑を⾔い渡したことに対し、国連の
専⾨家が⾮難。直ちに釈放するように
求める。
• 彼らは、環境問題に関するフェイ

スブックの投稿や、事実に基づき
、平和的に⼈権や環境に関する意
識を⾼めるビデオクリップが理由
で有罪に

• 市⺠社会の空間の縮⼩が課題

© 2021 Akiko  Sato  
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カンボジア︓⼈権擁護者（HRD）



ラオス︓ダム決壊

Ø 2018.7︓セピアン・セナムノイダ
ムが決壊。42名死亡、少なくとも
1100⼈⾏⽅不明

Ø 各国企業、⾦融機関が投資
Ø 新興国における⼤規模な開発事業で

⽣じた損害は誰が補填するか。
Ø 融資をする⾦融機関は、指導原則に

則って融資先の選定、また、運⽤を
⾏う必要がある。

 
 

Fair Finance Guide 第 10 回ケース調査報告書 

ラオスのダム決壊と日本の民間銀行の責任 
～邦銀の海外銀行買収における人権デューデリジェンスの重要性～ 

 

 
 

2019 年 6 月 11 日 
 

Fair Finance Guide Japan 
 

 
本報告書の作成にあたってはスウェーデン国際開発協力庁（Sida）の助成を受けています。 
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Ø Top Glove︓マレーシアのゴム⼿袋世界最
⼤⼿
§ 2020年11⽉以降、コロナ感染のクラス

ターが発⽣し5000⼈以上が感染
§ ⽶税関・国境取締局（CBP）により、

強制労働が認定。輸⼊禁⽌措置。
§ 従業員向け寮の劣悪な環境は以前から

指摘されていた
§ コロナによる需要の急増

Ø イギリスでは、NHSの使⽤するゴム⼿袋の
製造現場での⼈権侵害について、政府に対
する批判が。

© 2021 Akiko  Sato  
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マレーシア︓ゴム⼿袋

出典：AP



ミャンマーでのクーデターと
ビジネスと⼈権

© 2021 Akiko  Sato  
出典：https://www.chunichi.co.jp/article/227086

出典：https://readyfor.jp/projects/justmyanmar21

出典：AP／アフロ
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企業の対応①︓多企業による共同声明

© 2021 Akiko  Sato  
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Ø 法の⽀配、⼈権の尊重、
情報の制限されない流れ
を求める声明を共同で発
表

Ø 多国籍企業65社中⽇系企
業
u デンソー、ジャパン企
画設計、⽇本ヴァリュ
アーズ株式会社、クボ
タ、リンクルージョン
、⻄村あさひ法律事務
所、⼤塚製薬など

出典：https://www.myanmar-responsiblebusiness.org/news/statement-concerned-businesses.html



企業の対応②︓アディダス

© 2021 Akiko  Sato  
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Ø 暴⼒⾏為への批判、⺠主主
義と法の⽀配の回復の要求

Ø 労働者の平和的な抗議活動
に参加する権利の妨害への
⾮難とILOによる集会の⾃由
等の保障への賛同

Ø 国際機関、市⺠社会との緊
密な連携によるサプライ
チェーン上の労働者への影
響への理解と状況把握

出典：https://www.adidas-group.com/media/filer_public/64/b2/64b28219-3a42-4612-92ed-
8e9415f52867/adidas_statement_myanmar_5march_2021.pdf



企業の対応③ ︓フェイスブック

© 2021 Akiko  Sato  
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出典：https://www.bbc.co.uk/news/world-
asia-56191657

Ø フェイスブックとインスタ
グラムは、ミャンマー国軍
、国軍が管理する国家機関
やメディアのアカウントの
停⽌、軍関連商業機関の広
告も禁⽌
u 指導原則と2019年国連
ミャンマー事実調査団に
基づく対応

Ø 引き続き状況を監視し、安
全を守るために必要であれ
ば追加措置もとる

出典：https://about.fb.com/news/2021/02/an-update-on-myanmar/



企業の取り組みとその評価

© 2021 Akiko Sato 
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企業の実践具体例①
ANA

© 2021 Akiko Sato 

出典：ANA人権報告書2020
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企業の実践具体例②
アサヒグループ

© 2021 Akiko Sato 

 

Ⅱ．主要原材料調達 11品目の現代奴隷リスク評価 

主要原材料調達品目から、想定されるリスクの程度と調達量をもとに、11品目を評価対象品目として選定、

現代奴隷リスクの理論分析、及び評価を実施しました。 

 

 うち、6品目については、調達している国における現代奴隷リスク分析を行いました。 

【6品目】ホップ、モルト、コーヒー、乳製品、オレンジ果汁、トウモロコシ 

 

 また、5 品目については、想定されるリスクの程度と調達量をもとに対象品種を絞り込み、現在生産されて

いる国におけるリスク分析を行いました。（当社の調達先かどうかは考慮対象外） 

【5品目】パーム油、砂糖、茶、カカオ、コメ 

 

 

 
 

同じ農産物の栽培であっても、国や地域によって現代奴隷リスクの高さが異なりました。 

 

主要調達品目別現代奴隷リスク分析結果上位品目と調達国 

 

取扱品目 国名 国別評価
エチオピア・タンザニア 極高

グアテマラ・コロンビア 高

タンザニア・エジプト 極高

中国・南アフリカ 高

パキスタン 極高

インド・タイ 高

タンザニア 極高

ケニア・中国・インド 高

カカオ・栽培 ガーナ・パプアニューギニア 高

パーム油・栽培 マレーシア・タイ・パプアニューギニア 高

コーヒー・栽培

砂糖・栽培

コメ・栽培

茶・栽培

アサヒグループ調達主要 11 品目 現代奴隷リスク理論分析結果 

 

アサヒグループ 現代奴隷リスク分析（理論分析）結果 

 

 

2017年、英国現代奴隷法へのコミットメントを契機に、アサヒグループの生産拠点が所在する 17ヶ国、及

び、主要調達 11品目の 2つの側面から、現代奴隷に焦点を当てたリスクの机上分析、評価を行いました。 

 

 

Ⅰ．アサヒグループ生産拠点の所在する 17ヶ国の現代奴隷リスク分析 

アサヒグループの自社工場における現代奴隷リスクを把握する際の参考とするため、自社工場の所在す

る 17 ヶ国について、現代奴隷リスクの理論分析を行いました。分析の結果、7ヶ国において現代奴隷リス

クが「極高」「高」と分析されました。 

 

アサヒグループ生産拠点所在国の現代奴隷リスク理論分析結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 生産拠点国：「Fact Book 2017年第 2四半期（8月 4日更新版）」p.8 に記載の「海外子会社生産拠点数」

情報に基づく。調査時点における日本国内自社工場は酒類、飲料、食品で 36工場。 

(Fact Book) https://www.asahigroup-holdings.com/ir/event/pdf/kessan/2017_2q_factbook.pdf 

 

 

 

 国名 国別評価 

アサヒグループ生産拠点 

ミャンマー 極高 

マレーシア、中国、タイ、日本、インドネシア、ポーランド 高 

チェコ、ルーマニア、ベトナム、イタリア、オランダ、ハンガリー 中 

スロバキア、ニュージーランド、イギリス、オーストラリア 低 

出典：https://www.asahigroup-holdings.com/csr/society/pdf/evaluation_analysis.pdf
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企業の実践具体例③
りそなアセットマネジメント

© 2021 Akiko Sato 出典︓りそなアセットマネジメントスチュワードシップレポート2019/2020
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投資家の関⼼の⾼まり
ESG（環境・社会・ガバナンス）

出典：PRI

・PRI（国連責任投資原則）は、
2020年10⽉下旬、投資家に対し、
指導原則に基づく⼈権への取組みに
関する新たな⽂書を発表
Ø ポリシーによるコミットメント
Ø デューディリジェンスプロセス
Ø 救済へのアクセスを可能に、あ
るいは提供すること

• ⽇本では、2015年に年⾦積⽴⾦管理運⽤独⽴⾏政法⼈（GPIF）がPRIに署名し、ESG投資を推進
• 2020年10⽉、PRIは「⽇本の持続可能な⾦融政策に関する報告」と題した提⾔書を公表し、企業のESG情

報開⽰や気候変動対策に関する取り組みの強化を求めた。
• 2021年4⽉現在、⽇本では90社が署名。

© 2021 Akiko  Sato  
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ESGとの関係で
なぜ「S＝⼈権」への注⽬が⾼まったのか

27

Ø コロナ危機下での「S」
• ⽇々の⽣活に関わる、今まさに直⾯してい

る課題（健康・安全衛⽣・雇⽤継続・過重
労働・契約形態による差別的取扱いなど）

• 取り組まないと、労働者を確保できず、サ
プライチェーンが維持できない。事業の継
続可能性に直接影響

• 実効性の評価の必要性に迫られている
• 地球のエコシステム全体の相互関連性が改

めて実感されている
• ライツホルダー中⼼への発想の転換

Ø これまでの「S」
• 「⼥性活躍」「労働」など漠然とした抽象

的 ・限定的な印象
• 取り組むことはコスト、取り組まないこと

による損失が具体的ではない
• 評価ができない
• 課題を⾒つけても解決⽅法が分からない
• EとG、SDGsとの繋がりが⾒えない

© 2020 Akiko  Sato  



企業に対するベンチマーク
Know The Chain

© 2021 Akiko  Sato  

Ø ビジネスと⼈権リソースセンター（
NGO）、サステナリティクス（ESG格
付機関）、Humanity United（財団）
、VERTIE（NGO）による共同イニシ
アチブ

Ø 強制労働リスクの⾼い、ICT、⾷品・
飲料、アパレルに対する取組み評価
• コミットメントとガバナンス
• トレーサビリティとリスクアセス

メント
• 調達⾏動
• 採⽤活動
• 労働者の声
• モニタリング
• 救済措置

© 2021 Akiko  Sato  
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Average score: 28/100

Correlation with CHRB: 0.79
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⼈権の取り組みを
進めるために

© 2021 Akiko Sato 
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アジアにおけるビジネスと⼈権の課題

© 2021 Akiko  Sato  
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考慮すべき要素

§ 不安定なガバナンス

• 組合活動の制限

• ⽴ち退きの際の権利保障

• ジェンダー

• 宗教

• 移⺠労働者

• 表現の⾃由

• 先住⺠

対応するために

• ステークホルダーエンゲージ
メント

• 現場に近いNGOなどとの協
働

• サプライヤー含めた情報開⽰

• グリーンバンス制度の構築

• 業界全体としての取り組みの
向上



⼈権取り組みのポイント
グリーバンスの意義
Ø ⼈権リスクは「ゼロ」にはできない

• 事業活動は必然的に⼈・社会への負の影響を与える可能性を含む
• いくら⼈権DDを実施しても、⼈権リスクは発⽣しうるのが当
• ⼈権DDの⽬的は、⼈権リスクへの認識を⾼め、早期に適切に救済する仕

組みを整えること
Ø ステークホルダーに信頼され、使ってもらうグリーバンス制度が重要＝救済へ

アクセスする権利の担保
• 活発な利⽤のためには、ステークホルダーが⾃分たちの権利を知る機会の

提供（＝エンパワメント）が必要
• 既存の⼈権研修、コンプライアンス研修などの実効性の評価の必要性
• 従業員をはじめ、関連するステークホルダーが「ライツホルダー」である

ことを伝える意義
© 2021 Akiko  Sato  
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SDGsとの関係
SDGsウォッシュを避けるために

Ø 2015年9⽉に国連で採択
Ø 2030年までの17のゴールと169 の

ターゲット
Ø 途上国・先進国かかわらず全ての

国が対象であり、ビジネスセク
ター・ソーシャルセクターへも拡
⼤

Ø 指導原則に⾔及（パラ67）

© 2021 Akiko  Sato  
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出典︓国連広報局

ビジネスと⼈権はSDGsへの取組みの⼤前提



企業への期待

Ø 社会的「責任」とは、影響⼒を及ぼすことで社会的意義を実現すること
Ø サプライチェーンとの信頼関係こそが、製品・サービスによる最終的な価値提供

の前提
ü 「お客さまは神様」（品質第⼀）から従業員・労働者・影響を受けるコミュ
ニティ中⼼に＝ステークホルダー資本主義

Ø 今の状況は、事業活動が社会に与える価値を体現するチャンス
ü 企業ガバナンス・意思決定プロセス全体について、部⾨横断で 「⼈権」

を軸として「平等＝⾮差別」「透明性」「インクルーシブ」といった基本的
な視点の浸透

Ø ステークホルダーに向けた積極的なコミュニケーション＝情報開⽰
Ø 業界での取組みの推進、国への働きかけなど多⾯的な取組みの実施

© 2020 Akiko  Sato  
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共創による社会構築に向けた
⼈権への取組み
Ø 同様の「クライシス」は再び起こりうる 。第２波︖第３波︖
Ø “Build Back Better”・リジェネレーション（再⽣）
＝従前の社会への「復興」ではないという共通認識とそれに基づくルール形成
Ø サステナビリティからもう⼀歩。”Do no harm”では不⼗分。
Ø 私たち⼀⼈ひとりが社会システムの⼀員であり、相互に依存している。

ü 既存の市場主義経済に⽴つ以上、世界の出来事は⾃分⾃⾝の明⽇の⽣活に
影響する

ü 新⾃由主義の歪みを「私たち」も実感できたことを契機として、未来の社
会のシステムを選択していく

Ø 不確実な未来に適応するための多様なステークホルダーによる取組みの促進

社会構造⾃体の変容に向けたコレクティブなアプローチ
© 2020 Akiko  Sato  
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ご静聴ありがとうございました！
質問があればいつでもどうぞ・・・

akikosato.1210@gmail.com


